
























Vocational Education as a National Education
― The Inauguration and the Integration Process of Vocational Training 






















































































































































































































































































案をGHQに提出した。これが「第一次アメリカ教育使節団報告書」（Report of the United States 


















































CIE（Civil Information and Educational Section 連合国総司令部民間情報教育局）の強い要請で、こ
の大事業は一挙に実施に移され、昭和22年（1947年）４月１日には新制中学校が発足した。
　教育基本法と同時に公布された学校教育法第36條には「中學校は、小學校における敎育の基礎の
上に、心身の發達に應じて、中等普通敎育を施すことを目的とする」とあり、国民の義務教育たる
新制中学校は、「初等敎育ヲ完成スル」のでなく「中等普通敎育」であることが明示された。中学
校における教育はこの目的を実現するため、「國家及び社會の形成者として必要な資質を養うこと」、
「社會に必要な職業についての基礎的な知識と技能、勤勞を重んずる態度及び個性に應じて將來の
進路を選擇する能力を養うこと」、「學校内外における社會的活動を促進し、その感情を正しく導き、
公正な判斷力を養うこと19）」が目標に掲げられた。
　新制中学校の独自性は勤労教育の尊重にあり、職業教育を重視する立場から、必修教科及び選択
教科として「職業科」が設けられた。社会の一員となるべき青少年に対して、労働の精神を養い、
職業の意義と貴さを自覚させ、職業を営むのに必要な基礎的な知識・技術を身につけさせることが、
教育の新たな目標となったのである。
　昭和二十二年（1947年）版学習指導要領職業指導編（試案）によると、職業科は週４時間の配当で、
農業、商業、工業、水産、家庭から一科目又は数科目を選んで学習することとし、いずれを学習さ
せる場合においても「職業指導は常にこれと平行して必修されなければならない」とされていた。
　「すべて國民は、勤勞の權利を有し、義務を負ふ20）」のであって、職業科は、生徒に労働の態度
を堅実にすることと、職業生活の意義と貴さを理解させ将来の自己の職業を自分で考えられる能力
を養うことを主眼としていた。そのため、「職業への理解」、「職業研究」、「職業実習」、「職業選択」、
「学校選択」の５つの単元からなる職業指導が全ての生徒に必修として課され、「爲すことによって
學ぶ21）」民主的な国民の勤労の態度を養い、職業についての理解と幅広い展望を与えることが計画
されたのである。
（4）新教育運動と職業科の変遷
　民主的な教育の実現を目指す戦後の教育改革の中で、これまでの画一的・中央集権的な教育に対
して、児童生徒の生活経験に根ざした問題解決を目指す新しい教育運動が提案された。昭和22年
（1947年）版の学習指導要領（試案）は、もともとアメリカのヴァージニア・プランを範とした社会科
を中核（コア）とするコアカリキュラムの考えに立っていた。昭和22年（1947年）版学習指導要領社会
科編（試案）は、「社会科はいわゆる学問の系統によらず、靑少年の現実生活の問題を中心として、
－ 50 －
靑少年の社会的経験を広め、また深めようとするもの」とし、「社会科の中に他の敎科の学習が取
り入れられることも、また他の敎科の中に、社会科の学習が入りこんで行くことも、自然なことで
ある」として、社会科を中心として教科を関連づけるカリキュラムの方向性を示した。このことは、
社会科の位置づけと他教科との関連に対する議論を呼び、職業科を中心教科（コア）として理科と社
会科を配し、職業経験をもって啓発経験とするカリキュラム編成が提案された。この動きは、中等
普通教育たる中学校の一般教科として発足した職業科を、しだいに近代生活にとって重要な意義を
持つ生産や産業についての知識・技能の啓発を主とする職業準備的な性格に引き寄せる結果となっ
た。都市部の学校の多くは新教科である社会科と職業科を同じ教師が兼任していたため、社会科と
職業科を融合して家庭科の内容まで加味して扱う学校も現れ、社会科との関係の未整理も加わり、
現場は混乱した。職業教育が重要なことは言うまでもなく、新日本建設のためにその振興は急務で
あるのに、新教育制度の下では職業教育軽視の風潮すら生じており、中学校職業科の教育は衰微し
つつあった。
　教育刷新委員会は、昭和24年（1949年）６月に「職業教育振興方策」を建議し、中学校職業科の意
義の確立と職業指導の徹底化などを求めた。「産業を復興しわが国経済の自立を期することは新日
本建設の上に最も肝要であって、職業教育の要、真に今日より急なるはない。」、「新制中学に於け
る職業科の教育は、その普通教育機関たるの使命に鑑み、職業生活に関する理解と、勤労愛好の精
神とを養うことに主眼を置き、専ら職業人たる根幹を培うことに努めること。」として、中学校に
おける職業科の目的を「産業教育」に位置付けていることが分かる。極めて大きな方針転換であった。
６．おわりに
　昭和二十六年（1951年）版の学習指導要領（試案）では、職業科は「職業・家庭科」に改められた。
職業・家庭科の仕事は啓発的経験の意義を持つとともに、実生活に役立つ知識・技能を養うものと
され、職業科の目標は、「生活技術学習」とされた。昭和33年（1958年）版の学習指導要領では、職
業・家庭科は「技術・家庭科」に改められ、内容も男子向きと女子向きとに分けられた。例えば第
２学年の目標は、「設計・製図、木材加工・金属加工、機械に関する基礎的技術を習得させ、考案
設計能力を高めるとともに、技術と生産との関係を理解させ、生活と技術の発展に努める態度を養
う」である。仮に、産業社会の発展に対応するために職業準備教育が必要なのだとしたら、高度に
専門分化した職業教育を受けるためには、それまでよりもっと豊かで充実した一般教育が必要であ
る。生産を直接学校教育に持ち込むのでなく、各教科が働く人間のための基礎的陶冶になるよう再
構成するところにこそ、中等教育に於ける普通教育と職業教育統合の真価があったはずであった。
　「かく多くの點において、日本の敎育組織は生徒に實際社會に活躍する準備を與へることに失敗
した。失敗した理由は、これらの目的が學習者の立場で理解されずに敎え込まれたからである。こ
の敎育は失敗する時が來る。さうして、その時には、救治策は病氣そのものよりも一層惡いもの
となる。丁度あの思想局（敎學局）がつくられた時に例證されたやうに。（合衆國敎育使節團報告書
P27）」
－ 51 －
　職業教育は社会と学校の接点であり、言わば教育の終着点である。新制中学校職業科は、民主的
で文化的な新しい日本を建設する自主的精神に充ちた国民育成のための切り札であったのである。
　普通教育に於ける職業教育は、生徒の基礎的陶冶を目指す教育でなければならない。後退したの
は、勤労を通して人格を陶冶する新制中学校職業科の理念でなく、普通教育そのものであったので
ある。
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